
令和７年度 第１回上川北部区域地域医療構想調整会議 議事録 

 

日 時  令和７年 12 月 10 日（水）18：30～20：10 

場 所  名寄市総合福祉センター 多目的ホール 

出席者  別添「出席者名簿」のとおり 

内 容  （発言内容は要約しています） 

進行：名寄保健所 弓野次長 

議長：上川北部医師会 和泉会長 

議事１ 地域の医療動向等のデータについて 

 名寄保健所 

成田企画主幹 

[資料１] 

上川北部区域の人口構造の変化について、令和２年の国勢調

査及び令和５年３月の国立社会保障・人口問題研究所による推

計を反映し更新したもの。 

令和２年の管内人口は 60,763 人、推計人口では、2040 年に

は 40,976 人となっている。75 歳以上の人口は、管内のピーク

は 2025 年の推計値 12,999 人、町村部は既にピークを迎え徐々

に減少傾向となっている。 

（P１～５） 

北海道大学に設置されている医療データ分析センターにおい

て毎年レセプトデータを分析され、今回は 2024 年 4 月から

2025 年 3 月診療分のレセプトが使用されている。国保、退職国

保、後期高齢者医療制度と高齢者に偏っており、医療需要全体

を表していないが参考までに共有する。 

（Ｐ６） 

入院患者の受療動向について、管内区域はもちろん当圏域以

外では、宗谷、遠紋、留萌などが当圏域で受療している状況。 

（Ｐ７） 

外来患者の流入も、入院患者と同様で宗谷、遠紋地域の患者

が当圏域で受療している。 

（Ｐ８） 

当圏域の入院状況について、圏域内が 65.3％、流出状況は、

上川中部へ 31％、札幌へ 2.8％流出している状況となってい

る。 

（Ｐ９） 

外来は 86.1％が圏域内の医療機関を受療しており、他は上川

中部へ 12.6％流出している状況。 



  （Ｐ10） 

 疾患ごとの外来患者の受療状況について、がん、骨折、心疾

患、精神疾患、糖尿病の外来患者は、８～９割が圏域内の医療

機関で受療している。 

脳血管障害については、圏域内が 52.7％、上川中部への流出

が 43.6％となっている。 

（Ｐ16） 

疾患ごとの入院患者の受療状況について、がん、骨折、心疾

患、糖尿病は、７～８割が圏域内の医療機関で受療されてい

る。 

精神疾患は６割～７割が圏域内であり、他は、上川中部の他

全道多くの地域にまたがり受療されている。 

脳血管障害は 42.2％が圏域内で受療され、上川中部への流出

が 5 割を超えている。 

 がんや骨折、心疾患の外来は居住市町村の医療機関で受療さ

れている割合が高い状況がみられる結果となっている。 

 和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。 

 （質疑応答なし） 

議事 2 地域医療構想等に関する国及び道の動きについて 

 北海道保健福祉部 

地域医療推進局 

地域医療課 

今谷地域医療係長 

[資料２] 

（Ｐ１） 

まず、国の動向。現在、国では 2040 年とその先を見据えて、

新たな地域医療構想の検討を進めているところ。 

（Ｐ２） 

働き手の状況に関する資料。 

グラフは、総就業者数の推計と医療・福祉分野の就業者数を

表したもの。 

少子化、人口減少の進展により、就業者数全体が減少する一

方、医療・福祉分野はニーズが増大し、2040 年には就業人口の

２割近くが必要になるとされており、担い手の確保がますます

課題となることが見込まれている。 

（Ｐ３～Ｐ５） 

道内の人口推移に関する資料。 

先ほど保健所から説明があったので後ほど資料をご覧いただ

きたい。 

 



（Ｐ６） 

新たな地域医療構想の進め方に関する資料。 

新たな地域医療構想の策定・取組のスケジュールについて、

今年度中に国がガイドラインを検討、発出し、来年度には、そ

のガイドラインに基づき、都道府県が地域医療構想を策定、以

降、取組を進めていくこととなっている。 

医療計画の中間見直し年となっており、地域医療構想の策定

と同時に、医療計画の一部も見直しを進めていくこととしてい

る。 

（Ｐ７） 

新たな地域医療構想における調整会議の検討事項に関する資

料。 

新たな構想では、2040 年とその先を見据え、入院医療はもと

より、外来や在宅医療、介護との連携、人材確保を含めた医療

提供体制全体のあるべき姿を議論することが重要であり、こう

いった内容を網羅した地域医療構想を策定し、推進していくと

されている。そのため、調整会議で委員の皆様に協議をしてい

ただく事項も、幅広くなってくることが想定される。 

しかしながら、単に項目を増やせば、委員の皆様の負担が増

えるため、効率的・効果的な会議の開催手法等についても、国

の検討会において、検討されているところ。 

（Ｐ８） 

病床機能についての資料。 

現行の４つの病床機能のうち、回復期機能の見直しが行われ

ている。これまでの回復期の機能に加え、今後増加が見込まれ

る高齢者救急の受け皿としての機能をプラスし、急性期と回復

期の機能を併せ持つ機能として、名称を包括期機能とすること

とされている。 

また、将来の病床数の必要量については、現行の地域医療構

想では平成 28 年の地域医療構想策定以降見直しが行われてこな

かったが、新たな地域医療構想では、受療率の変化等を踏ま

え、定期的に見直し行っていくことが検討されているところ。 

（Ｐ９～Ｐ10） 

医療機関機能についての資料。 

これまでの病床機能の報告に加え、新たに医療機関の機能を

報告いただくこととなった。これにより、まず各病院の役割や



方針を明確化し、報告いただいた上で、急性期や回復期などの

色合いをどの程度濃くしていくのかといったことを、地域で協

議・整理していく流れとなっている。 

医療機関機能は、４つの機能が記載されており、高齢者救

急・地域急性期機能は、高齢者などの救急を受け入れ、早期リ

ハビリテーション・早期退院につなげていくというもの、在宅

医療等連携機能は、在宅医療を中心に医療を提供するもの、急

性期拠点機能は、手術や救急など医療資源を多く要する症例を

集約した医療を提供するもの、といったことが示されている。 

（Ｐ11～Ｐ17） 

Ｐ11 からＰ17 は、2040 年頃を見据え、国の検討会において

議論に活用されている資料。Ｐ11 は入院受療率の低下、Ｐ12 は

手術件数の変化、Ｐ13 は老人ホーム等からの救急搬送件数の見

通しなど。後ほど資料を確認いただきたい。 

資料はないが、先般、令和７年度の国の補正予算案が示さ

れ、病床数の適正化を図る事業や施設整備を促進する事業等が

示されている。今後、北海道としての対応を検討し医療機関の

皆様へお知らせする。 

（Ｐ19） 

続いて道の取組状況。 

まず、平成 28 年から令和５年までの病床数の推移に関する資

料。 

現在の地域医療構想の進捗を病床数で見ると、全体の病床数

は必要量に近づきつつあるが、機能別の内訳では急性期が多

く、回復期は不足している状況。病床機能報告が病棟単位とい

うことも影響しているが、引き続き、バランスの取れた医療提

供体制の構築に取り組んでいく必要があると考えているとこ

ろ。 

（Ｐ20） 

最近動きのあった中空知圏域の取組状況に関する資料。 

昨年度、国の新たな支援策であるモデル推進区域に選定され

たところ。 

将来を見据えた医療機関の機能分化・連携を圏域全体で進め

ていこうということで、本年３月に今後取り組む事項をまとめ

た、圏域としての対応方針を策定した。今後、この対応方針に

基づき、国の支援も活用しながら、砂川市立病院、滝川市立病



院を中心に急性期の役割分担を進めるほか、その他の医療機関

は、初期救急に対応しつつ、急性期経過後の患者の受入や外

来、在宅医療を担うなどし、地域の連携体制の構築に取り組ん

でいくこととしている 

（Ｐ21～Ｐ22） 

例年策定している道の地域医療構想の取組方針に関する資

料。 

今年度は、国から地域医療構想の進め方の通知がなく、昨年

度から大きな内容の変更はないため、後ほどご確認いただきた

い。 

（Ｐ23） 

地域医療構想アドバイザーに関する資料。 

アドバイザーには、昨年度まで４名の先生に就任いただき、

調整会議での助言や、地域医療構想の進め方などについて相談

させていただくなど、様々な点で尽力いただいてきたところ。 

今後、様々な取組や検討が必要な状況となっている中で、道

では、今年度、地域医療の取組をより推進するべく、新たに、

本日出席をいただいている北海道国民健康保険団体連合会の藤

森先生にアドバイザーに就任いただき、体制の強化を行ったと

ころ。 

（Ｐ25～Ｐ32） 

道内の主な取組状況に関する資料。 

新たに追加した事例が遠隔医療、オンライン診療に関するも

の。 

今後、高齢化が進み、通院が困難な患者が増えることが見込

まれており、日常的な医療をどのように確保していくのか、特

に医療資源が少ない地域では、遠隔医療もうまく活用しなが

ら、考えていく必要があるところ。 

（Ｐ30） 

公立芽室病院では、訪問看護ステーションの看護師がカメラ

を搭載したパソコンを持って患者宅を訪問し、医師が病院から

オンライン診療をする取組を実践しており、医師や患者の移動

負担の軽減につながる取組をされている。 

（Ｐ31） 

網走市で医療 MaaS の取組を引き続き進めている。 

今年度は、参画医療機関を増やすことや、周辺自治体と共同



で運用すること、車両をスポーツ大会の臨時救護所として使用

するなど、多角的な活用方法について検討を進めていると伺っ

ている。 

（Ｐ33） 

地域医療構想の達成に向けた地域医療連携推進法人の取組に

関する資料。 

厚労省のホームページで地域医療連携推進法人の取組事例集

が掲載されており、上川北部の取組も掲載されているので参考

に紹介させていただく。 

 

最後に、各地で新型コロナウイルスを契機とした患者の減少

や、人件費の増加・物価高騰などで経営が非常に厳しいことを

伺っており、今後の地域の医療体制について、私どもも一緒に

考えていきたいと思っている。 

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。 

和泉議長 地域医療構想のガイドラインはいつごろ出るのか。 

北海道保健福祉部 

地域医療課 

今谷地域医療係長 

国の検討会が５回ほど開催されているが、具体的な時期につ

いては言及されていない。 

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。 

 （質疑応答なし） 

議事 3 名寄東病院再整備の状況について 

 名寄市立総合病院 

事務部 

佐藤参事 

[資料３] 

名寄東病院では、施設や設備の老朽化が進んでおり、地域医

療構想や今後の医療需要を踏まえ、病院規模の適正化、ダウン

サイジングを図ること、吉田病院との設備の共用を行うことで

経費を抑えながら、市立病院の混雑を緩和することを目的と

し、吉田病院の北側駐車場へ移転可能かどうかの検討を進めて

きた。 

新病院には入院機能の継続、外来機能の強化、感染対策など

８つの役割を持たせる想定で整理し、その結果、適正病床数は

60 床と試算された。 

しかし、北側駐車場だけでは敷地面積が不足し、敷地を拡張

するか別の候補地を探す必要があり、事業費は建築工事で約 56

億 9,000 万円、設計費や医療機器を含めると約 62 億 6,000 万円



となった。 

今回の検討で明らかになったことは大きく 3 つ。１つ目は医

療資源を共用するうえで制度面や運用面に制約があること、２

つ目は移転候補地の敷地面積が不足していること、３つ目は資

材価格や人件費の高騰により、事業費が 62 億を超えること。 

これらの課題から、移転建替は断念せざるを得ないという判 

断に至った。 

ただし、名寄東病院の医療機能を更新する必要性は依然とし 

て大きな課題であり、今後は現在の敷地や建物を活用しながら

必要な機能の再整備を段階的に進めるなど多角的な視点から検

討を行っていく。  

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。 

 （質疑応答なし） 

議事 4 ＪＡ北海道厚生連美深厚生病院病棟再編計画に係る現状について 

 美深厚生病院 

中西事務長 

[資料４] 

令和５年 12 月 25 日に一般 40 床を療養へ変更し、許可条件と

して、圏域で不足する病床機能に関わる医療を提供すること、

回復機能を提供することとされた。それを踏まえ、令和７年１

月から６月までの入院状況について報告する。 

令和５年４月から 12 月までの一般病床だった時の一日平均患

者数は 24.5 人、平均在院日数は 30.4 日となっている。療養病

床となった令和６年 1 月から 12 月までは一日平均患者数が

23.7 人、平均在院日数が 34.0 日と若干入院期間が伸びている状

況。 

今回の令和７年 1 月から６月の入院期間は、前 1 年間よりも

下回っている状況になっている。 

入院前と退院後の所在について、入院前は名寄市立病院等か

らの転院、町内の介護施設や障がい者支援施設からの入院患者

が多数いる。約半数は町内の自宅からの入院。 

退院後は、名寄市立病院、回復期は吉田病院へ紹介し、介護

施設等に戻られる方、自宅に帰られる方もいるが、当院で看取

りを行う方も多数いる。 

入院時の区分について、平日時間内の転院・予約は 24％、救

急車や平日時間外などは 76％。 

病床機能変更前と比較し、患者数、平均在院日数に大きな変

化はなく、入院前、退院後の所在は急性期病院、介護施設、自



宅等、死亡による看取りも多く対応、救急車や時間外の受入も

行っている。 

病床変更後も、町内唯一の医療機関として回復期機能の医療

提供に努めている。救急告知病院として救急の受入、併設の訪

問看護ステーション、認知症対応型デイサービスセンターがあ

り、在宅も含めて提供している。 

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。 

名寄市風連国民健康

保険診療所 

松田委員 

説明の内容に意見をするつもりはないが、今の説明では、一

般病床から療養病床へ変わっても変わらなくても同じであった

と受け取れる説明である気がする。 

他の事情があっても全然問題はなく、救急や時間外での勤務

が必要だから、存続が必要だからということは分かるが、圏域

で不足する病床機能に係る医療を提供することとは違うと思う

が、いかがか。 

美深厚生病院 

中西事務長 

療養病床に変更した理由は、当院の看護師が不足したことか

ら、これまで地域一般病床を算定していたが、算定に必要な看

護師の人数が確保できなくなったことが理由にある。当院は、

救急告示病院として救急医療も提供しなければならず、夜間勤

務をする看護師も必要になることから、看護師が少ない状況で

入院機能を維持し、そのスタッフの中から、救急医療も提供し

なくていけないこととなるため、慢性期医療の選択をせざるを

得なかった。 

和泉議長 不足している病床機能は、回復期機能であり、元々不足して

いた中で、療養病床へ転換はしたが、今まで維持していた、回

復期は維持している。医療機能を変換したからといって、療養

だけの患者を診ている訳ではないといった状況。 

皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。 

 （質疑応答なし） 

議事 5 士別市立病院の再整備計画について 

 士別市立病院 

池田経営管理部長 

[資料５] 

（Ｐ１） 

当院は昭和 62 年に建設され、37 年経過しており、令和５年

度に劣化度調査を行い、建物本体には問題はなかったが、設備

関係に改修の必要性が指摘されたり、突発的な水漏れ等があっ

たことから、議会へも報告し、令和７年度中に再整備に向けた

方針を策定するという答弁をしている。 



それに伴い、今年度、本格的に取り組みを行っており、検討

組織として市長をトップにし、市・病院幹部等で組織した検討

組織があり、ここで最高意思決定をすることなる。 

また、市民の中で有識者 10 名を募って士別市立病院のあり方

検討市民委員会を設置し、市民目線で将来の士別市立病院とし

てどういった形が望ましいか、どういう希望があるかという視

点で議論いただき、答申をもらっている。 

議会では検討特別委員会を立ち上げ、平行して審議を行って

きた。 

（Ｐ２） 

 令和７年度に方針を固めるべく、手法について、移転新築、

現地建替え、大規模なリニューアルの観点でミュレーションし

た結果、建築費の高騰の影響が大きく、140～150 億という大き

な設備投資が必要との結果となった。 

また、病院も一般会計から繰り入れして何億という赤字が生

まれている状況、実際に建てるとなった場合、何年か後と想定

すると、さらに建築費の高騰が見込まれ、士別市の一般会計も

基金を崩さざるを得ないという中では病院会計共々厳しい状

況。 

令和７年度中に方針を策定したいとしていたが、一旦立ち止

まり、病院の再整備にかかるコストの縮減や、今後の建築費の

変動、診療報酬の改定、国からの財政支援等を見極める時期に

なるとすれば、今の時点で方針を策定するのは得策ではなく、

不確定要素を見極め、結論を先延ばしすることになるが、令和

８年度に現状調査を詳細に行い、令和９年度に改めて方針を策

定することとし、今回は基本的な考え方を示すことで現在に至

っている。 

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。 

 （質疑応答なし） 

議事６ 士別市立病院に係る遠隔透析について 

 士別市立病院 

池田経営管理部長 

［資料６］ 

当院のみならず、地域における医師不足と偏在化が大きな課

題と認識している。今後、益々専門医を確保することが難しく

なり、大学からの派遣というのも、担保されるか否かという厳

しい状況。 

一つの手法として、医師確保の比較的有利かつ、医療需要が



大きい都市の基幹病院に専門医を集約し、地方には医療 DX を

活用し非専門医に支援を行うのが考えられる策ではないかとい

うこと。 

当院も旭川医大から１名の透析専門医師が常勤しているが、

将来的にどうなるかと旭川医大も危機感を持っており、医療 DX

を活用することについて、福島県立医科大学で取り組まれてい

る手法を士別と旭川でも実施してはどうかと提案があった。 

旭川医大の透析専門医が医大にいたまま当院の電子カルテと

透析システムを閲覧できる環境をつくることで、旭川医大に在

勤しながら、当院の医師に助言を行えるという体制をつくる。

それに合わせて、お互いにタブレットを介して、双方の医師で

の協議や患者状況をモニタリングできるという 2 つの手法を用

いて支援をいただくものである。 

現在は士別市立病院と旭川医大の１対１の関係であるが、将

来的には圏域の中、特に名寄市立を候補にという展望はある。 

これらは透析医療を確保する上で有力な策として、北海道の

地域医療情報連携ネットワーク構築事業の補助の内示をもら

い、今年度中に整備を行い、令和 8 年度には稼働を開始する予

定。 

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。 

和寒町 

奥山委員 

旭川医大との関係になれば、旭川医大に対する報酬等が負担

されると思うが、公表できる範囲で構わないので、どういった

ものに対して旭川医大に負担しているのか。 

士別市立病院 

池田経営管理部長 

どういったものに対して旭川医大に支払うのかはこれから協

議する段階であり、現在示すものがない。一つの指標として、

旭川医大から出張で外来の支援を受けている医師を基準とし

て、時間割、人数割等のシミュレーションをして提案していく

ことになるかと思う。 

和泉議長 全体イメージ図に名寄市立総合病院も入っているが、眞岸委

員いかがか。 

名寄市立総合病院 

眞岸委員 

透析は泌尿器科の医師２名がメインで診て、週１回旭川医大

の腎臓内科の医師に来ていただき、その時に患者と相談すると

いう体制をとれている。将来的に泌尿器科の医師がいつまで透

析をカバーしてくれるのか、人材に対する不安もあり、今回の

遠隔医療の中に盛り込んでいただいたというのが現状。 

当院で今すぐ透析支援が必要ということではないが、近い将



 

来を見据え、このような制度に頼らざるを得ないという可能性

もあり盛り込んでいただいた。 

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。 

 （質疑応答なし） 


